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財務戦略・資本政策ロードマップの策定に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、企業価値向上のための成長投資と普通株主価値の最大化に向けて、

「財務戦略・資本政策ロードマップ」を策定いたしましたので、お知らせいたします。概要は以下のとおりで

あり、詳細は添付資料をご参照ください。 

 

１．策定の目的 

当社は、コロナ禍を乗り越える過程で優先株式及び劣後ローンによる資金調達を行ってまいりましたが、自

己資本比率は依然として低い水準にあり、配当・金利負担の高い資本が普通株主に帰属する利益を圧迫してお

ります。本ロードマップは、資本構成の適正化を図り、本業の収益拡大を普通株主価値の向上に直接結びつけ

ることを目的とするものです。あわせて、本業で創出するキャッシュ及び調達資金を、成長投資と財務健全化

バランスよく配分してまいります。これらの取り組みを通じて、中長期的に時価総額 200億円超を目指してま

いります。 

 

２．今後の方向性 

資本構成の適正化を図り、本業の収益拡大をダイレクトに普通株主に帰属させるため、以下の 3つの方針に

取り組んでまいります。 

(1) 高コスト資本の段階的償還 

Ｃ種優先株式及び劣後ローンを優先的に償還し、配当・金利負担を低減することで、普通株主に帰属

する利益の向上を図ります。 

(2) 早期復配の実現 

本業収益の拡大により創出されるキャッシュと優先配当負担の低減を原資に普通株式配当を再開し、

その後も業績拡大に応じた増配を目指してまいります。 

(3) 希薄化の抑制 

優先株式を償還することで普通株式への転換を抑制し、一株当たりの価値を守ってまいります。 

 

３．今後の見通し 

本件による 2027 年 3 月期の連結業績予想への影響はありません。優先株式の償還及び普通株式配当の実施

にあたっては、業績動向、財務状況及び分配可能額等を踏まえ、取締役会において決定いたします。開示すべ

き事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

 

以 上 
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資本構成の適正化を図り 、 本業の収益拡大をダイレクトに普通株主に帰属させる方針を決定

財務上の根本課題

⚫ コロナ危機を乗り越えた結果として、 自

己資本比率の低迷など、資本の安定性が

未だ不十分な状態。

⚫ 配当金利負担の高い外部資本が存続し、

普通株主の利益（ EPS）を圧迫している 。

課題解決に向けた 3つの方針

1. 高コスト資本の段階的償還

C種優先株式および劣後ローンを優先的に償還 。

配当負担を低減し 、 普通株主に属する利益を向上。

2. 早期復配の実現

創出キャッシュを原資に 普通株式配当を再開。

その後も業績拡大に応じた増配を 予定。

3. 希薄化の抑制

優先株式を償還することで普通株式転換を抑制し、

一株価値を防衛。

財務課題と今後の方向性
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中計コンセプト「戦略的縮小型 成長モデル」により強固な収益基盤を再設計

戦略的な「業態＆店舗」

ポートフォリオ

スクラップ＆ビルド＆リモデルの推進

• ビルド

客数確保ができる大都市圏などの好立地へ厳選

出店

• スクラップ

EBITDA率低迷店舗を計画的に閉店し、固定費

負担を削減

• リモデル（業態転換）

既存業態をリモデルし、収益改善を目的として

既存店から転換

収益構造モデルの改革

店舗オペレーション改革

インフレ対応の物流・調達構造強化

• ワンカンパニー化による高いコスト対応力組織

へ

• 価格改定、商品ブラッシュアップと高単価商品

の導入

• 物流拠点の集約・原材料規格統一による調達コ

ストのコントロール（抑制）

• 業態リニューアルによる店舗 EBITDAの向上

• MOVIA（オウンドメディア）や SNSの有効活用

とインバウンド顧客獲得の強化

• ＤＸ推進による少人数かつ高い顧客エンゲージ

メントを兼ね備えた「次世代型省力化スマー

ト・ホスピタリティオペレーション」への移行

新規出店及び

選択的M&A の推進

戦略的なポートフォリオに基づいた出店

グロースパートナーズとの戦略的提携

• 出店推進体制の強化

• M&A推進体制を早期構築。提携先ファンドの

豊富な業界知見・ネットワークを最大限に活用

• 新事業ポートフォリオに沿ったシナジーが見込

める優良な候補企業の探索

• 施策精度の向上と実行スピードを加速し、持続

的な企業価値成長を実現

事業収益の拡大に向けて
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コスト の高い資本を優先的に解消し、コストの低い資本については戦略的に維持 し、資本構成の
適正化を図る

普通株主価値へのメリット

優先配当・金利の負担が低減することで、本業 の収益が普通株主に帰属する構造へ転換し 、

一株当たり利益（ EPS）の構造 的上昇を実現します 。

資本政策① 資本構成の適正化と EPS向上

構成種別
優先
償還

残高
コスト
（年率）

配当・
金利額

Ｃ種優先株式 〇 7.5 億円 8.5 % 63百万円

Ｄ種優先株式 31 .7 億円 2.0 % 63百万円

Ｅ 種優先株式 15 .0 億円 3.0 % 45百万円

劣後ローン 〇 5.0 億円 8.0 % 40百万円

合計 59.2 億円 — 211 百万円
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本業での創出および調達による総額 62億円を、 財務健全化と成長投資へ戦略的に配分する

資本政策② 3ヵ年キャッシュ・アロケーション計画

使途 金額

財務健全化

C種優先株式の償還 8 億円

劣後ローンの返済 5 億円

有利子負債の返済 16 億円

株主還元
優先配当の支払 5 億円

普通株式配当（復配原資） 3 億円

成長投資

設備投資 14 億円

マーケティング投資 2 億円

選択的M&A投資 5 億円

その他 税金の支払 4 億円

合計使途 62 億円

原資 金額

営業活動による
キャッシュフロ ー

34  億円

借入・既発行
新株予約権の行使

28  億円

合計原資 62 億円
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収益拡大を通じた 普通株式配当の実現と希薄化抑制により、株主価値の極大化を目指す

早期の復配

財務健全化に伴い創出されるキャッシュを原資に 、

普通株配当の早期再開を最優先課題として実行します 。

当期純利益が3億円（営業利益 6億円程度）を超える水

準を目途に再開予定。

以降は、収益拡大と優先株償還により配当原資を底上

げし、増配を目指します 。

希薄化の抑制

普通株式への転換条項の付いたC種優先株式を償還（消

却）することで普通株式の増加を抑制します。

普通株主の持分を希薄化させず、本業の収益成長による

利益をダイレクトに一株価値へ反映させます 。

資本政策③ 早期復配の実現と希薄化の抑制
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利益成長と普通株主への還元イメージ

現状 将来イメージ

当期純利益 優先株配当 普通株配当

事業収益の拡大と資本構造の適正化により、復配・普通株配当の成長につなげる
配当性向は30～50％を想定

利益と配当の伸び（イメージ）
利益の成長に加え、

優先株への配当負担が縮小することで、

普通株主に帰属する利益が増加

事業収益の積み上げにより、株主還元に

充てられる原資が増える

C種償還等により優先株式配当を縮小し、

普通株式配当を段階的に引き上げる

■還元原資が拡大

■普通株主への還元が拡大
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高コスト資本の解消を起点に 、 成長投資と持続的な株主還元の両立を推進する

PHASE 1: 財務基盤の転換
(2027年3月期)

■C種優先株式の一部償還の検討

残高7.5億円のうち一部 を償還し、配当

負担を軽減。

■不採算店舗の整理

不採算店舗の業態転換や閉店対応を進め、

収益構造の適正化による利益率向上 。

■普通株復配の検討

当期純利益が3億円（営業利益 6億円程

度）を超える水準を目途に再開予定 。

PHASE 2: 収益成長と負債圧縮
(2028年3月期)

■C種優先株式の全部償還

残高全部を償還し、配当負担を 軽減。

■劣後ローンの計画返済

劣後ローンの全額償還により金利負担を

軽減。

■営業利益目標の達成

都市部へのシフト、郊外モデルのアップ

デートを進め、営業利益 9億円水準へ。

■株主還元強化

優先配当削減分を原資とした増配 。

PHASE 3: 株主価値の極大化
(2029年3月期〜)

■希薄化抑制の継続 

普通株式への転換条項の付いたD種優先

株式についても償還を検討 。

■企業価値のさらなる向上

成長投資の実行と収益成長に裏打ちされ

た「時価総額 200億円超（中長期ターゲ

ット）」へ。

企業価値向上に向けた財務・還元ロードマップ



【 注意事項】

資料の内容につきましては細心の注意を払ってはおりますが、掲載された情報の誤りおよび当資料に掲載された情報

に基づいて被ったいかなる損害についても、当社及び情報提供者は一切責任を負いかねます。

また、当資料に記載されている当社の現在の計画、戦略などは、当社が現時点で入手可能な情報を基礎として作成

した見通しであり、これらの将来予測には、リスクや不確定な要因を含んでおります。そのため、実際の業績に

つきましては、記載の見通しと大きく異なる結果になることがあり得ます。従って、当社として、その確実性を

保証するものではありませんのでご了承ください。

【 お問合せ先】

株式会社ヴィア・ホールディングス 経営企画担当

TEL ： 03-5155 -6801

E-mail : via -ir@via -hd.co.jp


